
34

教科書（高校）の記載例（抜粋）
学校における取り組み例

高校教科書：「現代保健体育」 平成18年4月発行 大修館書店 34



35

学校保健法の一部を改正する法律の概要

学校保健及び学校安全の充実を図るため、国が学校の環境衛生に関する基準等を

策定するとともに、養護教諭その他の職員の役割について定める等所要の措置を講ずる。

趣 旨

概 要

○法律の題名を「学校保健安全法」に改称

○国・地方公共団体の責務（財政上の措置その他の必要な施策の実施、国による学校安全の推進に関する計画の策定等）を

明記

○学校の設置者の責務（学校の施設設備・管理運営体制の整備充実等）を明記

【学校保健】

○ 養護教諭その他の職員の相互連携を図り、日常的に子どもの心身の状況を把握し、保健指導を行うべき旨を規定

○ 地域の医療機関等と連携を図りつつ、健康相談・保健指導を行うべき旨を規定

○ 文部科学大臣が「学校環境衛生基準」を定めるべきこと、及び当該基準に照らして適切な環境を維持すべき旨を

規定

【学校安全】

○ 施設・設備の安全点検、学校生活(通学を含む。)や日常生活における安全に係る指導、職員の研修などについて

「学校安全計画」に定め、実施すべき旨を規定

○ 危険等発生時に備えて「対処要領(マニュアル)」を各学校において作成すべき旨を規定。また、危害が生じた場

合における心身の健康回復のための支援措置について規定

○ 警察署等の関係機関、ボランティア団体等との連携により安全の確保を図るべき旨を規定

学校保健法の一部改正（学校保健・学校安全）

施行期日 平成２１年４月１日

学校における取り組み例
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教職員のための子どもの健康観察の方法と問題への対応
~メンタルヘルスを中心として~（概要）

１．健康観察とは

学校担任をはじめ教職員により日常的に子どもの健康状態を観察し、心身の健康問題を
早期に発見して適切な対応を図ることによって、学校における教育活動を円滑に進める
ために行われる活動を指す。

２．経緯

学校保健法の一部改正により平成21年4月1日に施行された学校保健安全法において、
健康観察、保健指導、医療機関等との連携などが位置付けられその充実が図られたとこ
ろ、文部科学省において教職員を対象とする「教職員のための子どもの健康観察の方法
と問題への対応~メンタルヘルスを中心として~ 」が作成された。

３．内容

健康観察の重要性や目的の理解、健康観察の視点や方法、健康観察表のモデル例の提
示等に加え、心の健康に関する健康観察の視点や対応の在り方について、日常の健康
観察からの事例を通して、教職員をはじめ学校関係者の理解が深められるよう構成。

４．事例の構成

１）代表的な精神疾患とてんかん：統合失調症、うつ状態、リストカット等(13事例)
２）発達障害と関連障害等：学習障害、アスペルガー症候群等(14事例)
３）虐待と性被害：虐待、性的被害等(4事例)

学校における取り組み例
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病前期
臨界期

病初期の治療
（臨界期治療）

慢性期

DUP（未治療期間）
OP＝初回精神病エピソード

OT＝治療開始

DUP＝精神病未治療期間
（DUP:Duration of Untreated Psychosis）

統合失調症臨床病期モデル

早期発見・早期支援の全体像（イメージ）

・福祉サービス・就労支援・復学支援

・生活支援
・児童福祉・児童福祉・児童福祉

福祉

・外来・入院

・訪問看護

・デイケア

・ＡＣＴ

・危機介入

・専門医療機関に
おける臨界期診療
等

・専門医療機関へ
の紹介

・症状に応じた診療

・家族相談・支援・心
理教育等

・（ケースマネージメント）

医療

・学校保健

・地域保健

・地域保健

・相談支援

・学校保健

・普及啓発

・医療への紹介

・地域保健

・相談支援

・学校保健

・普及啓発

・母子保健

・学校保健

・普及啓発

保健

前駆期

初回精神病エピソード

OTOP
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○現状
・精神疾患は、若年層を中心にあらゆる層において社会経済的な損失となっている。
・特に統合失調症の発症年齢は１０代から２０代に集中している。
・海外の研究では、統合失調症のDUPが短い方が、予後が良好であることが示唆されているほか、発
症早期の適切な治療により予後が改善することが明らかになっている。
・我が国では、発症から治療開始までに平均約１４ヶ月かかっているとの報告がある。

○治療・支援に関する課題
・海外において、統合失調症の初回発症から２～５年（臨界期）の包括的支援の取り組みの例があるが、
我が国においては標準的な支援方法が確立されていない。
・精神科医療体制の中で、専門的・包括的な診療・支援を提供する場に、１０代から２０代の若年者やそ
の家族がアクセスしにくい 。
・早期発見・早期支援を進める際には、統合失調症に関連する症状に加え、その他の様々な精神症状
への診療・支援体制の確保も必要である。

○早期発見・紹介に関する課題
・精神科以外の医療機関、行政等の相談機関、学校等において、早期発見・早期支援の意義が十分認
識されていないとの指摘がある。
・また、これらの機関において、統合失調症等の精神疾患を早期に発見し適切な専門医療機関に紹介
する体制が未確立である。
・早期発見を行った場合には適切な診療・支援の提供が不可欠であることから、早期発見を進める前
提として、早期支援の体制を整備する必要がある。

○普及啓発
・早期発見や早期支援を確実に進めるためには、若年層とそれを取り巻く者について重点的に啓発を
行うことが求められる（別途検討）。

現状及び課題
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○考え方
若年者が統合失調症を発症した場合の重症化の予防のため、また、その他の様々な精神症状に的

確に対応するため、早期に専門医療機関で適切な医療を提供できるよう、以下の取り組みを進めるべ
きではないか。

○治療・支援
・我が国において、統合失調症を発症して２～５年の臨界期の患者やその家族等への標準的診療・支
援方法の確立と、予後の改善に関する効果の検証を図ってはどうか。
・若年者やその家族がアクセスしやすく、専門的・包括的な診療・支援を提供できる医療機関について、
モデル的な実施・検証を経て、普及を図ってはどうか。
・若年者の診療や、臨界期の統合失調症に関する治療・支援について、医療従事者への研修の実施
等により質の向上を図ってはどうか。

○早期発見・紹介
・地域において、普及啓発、相談支援、医療機関への紹介等を行うための、若年者やその家族等が心
理的にもアクセスしやすい相談機関について、モデル的な実施・検証を経て、普及を図ってはどうか。
・家族、精神科以外の医療従事者、行政機関、学校等、若年者を取り巻く支援者を対象に、研修の実
施等を通じ、早期発見・紹介の方法、早期支援の効果等に関して、知識と理解の向上を図ってはどう
か。
・なお、早期発見を行った場合には適切な診療・支援の提供が不可欠であることから、早期支援の体
制整備よりも早期発見のみが先行することがないよう留意すべきではないか。

○普及啓発
・精神的不調の際に、若年者や家族が、心理的に抵抗なく、かつ周囲の理解を得て支援を受けられる
よう、普及啓発を進めてはどうか。（別途検討）

検討の方向
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